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Ⅰ．2020 年度に行った又は行う防災意識の醸成・向上を 

図るための事業 

 

〈セミナー、シンポジウム等〉 

（１） 日本経済団体連合会 

通年 社会基盤強化委員会 

会員企業に万全の災害対策を呼びかけるとともに、政府に対し、国民の生命・身

体・財産を守り、国民生活、国民経済を維持できる社会の構築を働きかけ 

 

（２） 経済同友会 

① 通年 防災・震災復興委員会 

平成 23 年 4 月発足。東日本大震災の復興支援や防災・減災等に関し会員等へ発信 

② 開催済 防災・震災復興委員会 福島県（福島市、富岡町、浪江町）視察 

  2020 年 10 月６日（火）～７日（水） 

浜通り被災地の復興状況や課題、将来ビジョンなどを検証するため、視察を実施 

③ 予定 東日本大震災追悼シンポジウム 

  2021 年３月 7 日（日）ウェスティンホテル仙台 

 

（３） 日本労働組合総連合会 

予定 東日本大震災から 10 年～現地からオンライン配信～ 

2021 年 3 月 5 日（金）宮城県から Live 配信 

毎月 05 日を「れんごうの日」と位置付け実施する「連合アクション」において「東日本

大震災から 10 年」をテーマに、現地の声や復興状況などを全国に一斉配信する。 

 

（４） 公立大学協会 

開催済 LINKtopos 2020（令和２年度全国公立大学学生大会） 

2020 年 9 月 26 日（土）～27 日（日） 

岡山県立大学をオンラインの発信拠点として開催 

「防災・減災」をテーマに、公立大学生がどう地域と関わっていくことができるかを考察 

全国の公立大学から 117 名の学生・教職員が ZOOM 参加。公立大学関係者及び

公立大学学生ネットワーク OB に対して Live 配信を行い、２日間で延べ約 100 名の

ユニーク視聴者が参加 
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（５） 日本歯科医師会 

予定 第 18 回警察歯科医会全国大会 

2021 年 2 月 6 日（土） オンライン開催 

「想定外の大規模災害にも有効な連携を探る」を大会のテーマに、事前収録した講

演を配信するほか、鹿児島県歯科医師会会館で開催するシンポジウム（無観客）を

リアルタイム配信 

 

（６）日本薬剤師会 

開催済 第 53 回日本薬剤師会学術大会  

2020 年 10 月 10 日（土）～11 日（日）札幌市民交流プラザ（北海道札幌市） 

災害対策関連分科会の開催、関連会員発表、ポスター掲示 

 

（７）日本赤十字社 

開催済・予定 赤十字防災セミナー 

2020 年 6 月 1 日～2021 年 3 月 31 日 

防災・減災に関する知識・意識・技術の普及向上と、地域において災害発生時の応

急対応にあたるリーダー層を育成するため、地域住民を対象に、日本赤十字社各

都道府県支部にて同セミナーを実施予定 

 

（８）防災学術連携体 

 開催済 令和２年７月豪雨の緊急集会 

2020年７月 15日（水）11:20～13:20  オンライン開催 

九州や日本各地で発生した豪雨に対し、防災学術連携体や関係する専門家の知

見を発信し、災害への総合的な対応を検討するために緊急集会を開催する。開

催模様はインターネット中継にて広く社会に発信し、情報の共有を図る 

 

（９）防災学術連携体、日本学術会議 

  予定 日本学術会議主催学術フォーラム・防災学術連携シンポジウム 

「東日本大震災からの十年とこれから」  

2021 年１月 14 日（木）、10:00～18:３0 東京医科歯科大学 鈴木章夫記念講堂 

防災学術連携体の構成学会を中心に、東日本大震災の経験とその後の活動への展

開を振り返り、今後の取組みについて発表するとともに、今後の防災・減災、学会連

携について議論 
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（10）国立大学協会 

① 開催済 災害治療学シンポジウム in 千葉―台風被害とコロナ禍の複合災害に備え

る防災の最前線－ 

2020 年 10 月 24 日（土） 千葉大学医学部記念講堂ほか 

今後に発生が予想される複合災害に直面する地域住民・市民団体を対象に、大学研

究者、医療者、地方自治体からの情報提供と、シンポジウムに参加する各セクター間

の意見交換により、相互理解の促進と現場で起きている課題の共有を図る 

② 開催済 日本一の原子力立地 福井県における防災危機管理Ⅸ 「原子力災害時

の避難について考える（感染症など複合災害の場合）」 

2020 年 10 月 31 日（土） オンライン開催 

新型コロナウィルス感染症災害で議論が噴出した災害時の「避難」を主テーマとし、

東日本大震災の教訓を受けて、避難の在り方がどのように改善されたか、広域避難

の進捗具合、新型コロナウィルス感染症によりあらわになった検討事項に関する話題

提供を行う 

③ 開催済 岩手大学防災・地域創生シンポジウム「大規模災害からの復興、防災 そ

して地域創生へ」 

2020 年 11 月 4 日（水） ホテルメトロポリタン盛岡本館（Web 同時配信） 

これまでの三陸復興・地域創生推進機構、地域防災研究センター、学部等が、大学

及び地域と共同で行ってきた活動を総括し、岩手大学が蓄積している防災等に関す

る教育、研究の成果等を、地域の住民や自治体等に広く周知し、地域とともに防災に

ついての理解を深め、地域の未来を拓く新たな価値を共創していくことを目的とする 

④  開催済 鉄道津波対策サミット-災害対応と地域振興を結合する防災イノベーション- 

2020 年 11 月 4 日（水） オンライン開催 

和歌山大学が取り組んでいる鉄道防災教育の実践研究をベースとしながら、鉄道防

災教育を新しいアプローチで展開する事例や土地勘の無い観光客に対応する津波

対策について考えるとともに、そのプロセスにおける高等教育機関・地元国立大学の

役割について考える 

⑤ 開催済 全世代型防災教育を通した人材育成と地域防災力の強化 

2020 年 11 月 24 日（火） 愛媛大学南加記念ホール（Web 同時配信） 

本シンポジウムでは、全国的に例を見ない「組織的」で、「継続的」で、「自律的」な全

世代型防災教育の構築について討論する 

⑥ 開催済 海溝型地震による広域複合災害の想定と効果的な減災対策・避難を考える 

2020 年 11 月 24 日（火）オンライン開催 

北海道大学における防災に関わる全学的な組織である広域複合災害研究センター

が地域と連携し、日頃から蓄積している研究成果を地域住民に向けて発信する 
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⑦ 開催済 危機管理シンポジウム（テーマ：新型感染症×南海トラフ地震への備え） 

2020 年 11 月 27 日（金） サンポートホール高松第１小ホール（Web 同時配信） 

香川大学の日頃の活動・研究の成果を報告するとともに、危機管理と公衆衛生の専

門家を招いて新型コロナウィルス禍での南海トラフ地震へのより正しい避難行動と、そ

れを実践するための日頃の備え等についての基調講演を行い、地域の防災意識の

高揚に資することを目的とする 

⑧ 開催済 “彩の国”市民科学オープンフォーラム「令和元年東日本台風から１年：行

政と住民、それぞれの危機管理の方向性」 

2020年 12月 5日（土） ウェスタ川越（Web 同時配信） 

埼玉県において甚大な被害を及ぼした「令和元年度東日本台風」をテーマとし、再び

起こる可能性がある大規模水災害に対する防災・減災の在り方に焦点を当て、命を

守るための方策について、県民の理解を深めることを目的とする 

⑨ 開催済 緊急特別シンポジウム「新規人獣共通感染症アウトブレイクへの対応とは

新型コロナウイルス感染症パンデミックの教訓」 

2020 年 12 月 12 日（土） 宮崎大学 330 記念交流会館（Web 同時配信予定） 

宮崎大学がこれまでに培ってきた感染症研究ネットワークと人獣融合研究の成果を

社会に還元するため、第一級の講師を招いた市民向けのシンポジウムを開催する 

⑩ 開催済 大規模火山噴火時の災害医療に挑む―新たな取り組みと研究― 

2020 年 12 月 12 日（土）オンライン開催 

鹿児島大学が行ってきた、我が国の地震・火山災害に関する教育や研究、観測調査

の中で生み出された新たな取り組みとその成果を市民、自治体の方々に分かりやす

く紹介することを目的とする 

⑪ 予定 オープンディスカッション「ポストコロナの防災・減災～住民・学者・行政で語る」 

2020 年 12 月 16 日（水） 広島大学東広島キャンパスライブラリーホール（Web 同時 

配信） 

研究者の最新の研究成果を基に、研究者と地域住民、自治体担当者がそれぞれの

視点から意見を交わすことで、より時代に即した避難の形を探る 

 

（11）日本放送協会 

   開催済 第４回愛媛防災シンポジウム 

   2020 年 10 月 18 日（火） 

   愛媛新聞社と NHK 松山放送局が共同で実施。新型コロナウイルスの感染拡大が続 

く中、豪雨災害や地震にどう対応すればいいのか、避難所運営の在り方などをテー 

マに関係者が意見を交わす 
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〈研修・訓練等〉 

（１） 全国子ども会連合会 

①  予定 子ども会安全啓発初級指導者養成講習会 

各都道府県・指定都市子ども会連合組織で開催 

安全啓発初級指導者としての防災に関する素養と啓発力を高める 

②  予定 子ども会安全啓発中級指導者養成講習会 

  各都道府県・指定都市子ども会連合組織で開催 

安全啓発中級指導者としての防災に関する素養と啓発力を高める 

 

（２） 全国連合小学校長会 

① 開催済・予定 防災計画に基づいて、毎月防災訓練を実施。なお、年一回は、保

護者引き渡し訓練を実施 

② 開催済・予定 近隣消防署と協働した訓練を実施 

③ 開催済・予定 各地域の特徴的な訓練を実施 

 

（３） 日本医師会 

① 予定 日本医師会ＪＭＡＴ研修会 

2021 年 1 月 17 日（日）、３月 21 日（日）の２回開催。日本医師会館 他 

医師、看護師、ロジスティックス担当者を対象とした日本医師会災害医療チーム 

（ＪＭＡＴ）に関する研修を複数回予定（基本編研修、統括 JMAT 編研修、ロジステッ   

ク研修等） 

② 予定 日本医師会災害時情報通信訓練 

202１年２月 10 日（水）に予定 

都道府県医師会、インターネットや衛星電話等による TV 会議を中心とした情報共有、

ＪＭＡＴ派遣等の訓練 

 

（４） 日本歯科医師会 

2020 年度災害歯科保健医療体制研修会 

① 開催済 東日本ブロック 

2020 年 11 月 14 日（土）午前 10 時～午後 5 時 40 分   

2020 年 11 月 15 日（日）午前 9 時 30 分～午後 5 時 

② 予定 中日本ブロック 

2021 年 1 月 16 日（土）午前 10 時～午後 5 時 40 分   

2021 年 1 月 17 日（日）午前 9 時 30 分～午後 5 時 

③ 予定 西日本ブロック 

2021 年 1 月 30 日（土）午前 10 時～午後 5 時   
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2021 年 1 月 31 日（日）午前 9 時 30 分～午後 5 時 

④ 開催済 アドバンス研修会 

2020 年 10 月 18 日（日）午前 9 時 30 分～午後 5 時 

災害発生後から被災地の歯科保健医療提供能力が回復するまでの間に、歯科医

療機関及び避難所等において歯科保健医療支援を行うチームの養成研修を支援

する事業業として実施 

 

（５） 日本雑誌協会 

① 開催済 雑誌 BCP 共同分科会 

2020 年 11 月 19 日（木） 

印刷工業会、出版取次協会と合同で２回開催 

② 予定 緊急訓練 

  2021 年 2 月にリモート形式で実施する予定 

 

（６） 日本薬剤師会 

予定 安否確認訓練の実施 

 

（７） 日本防火・防災協会 

通年 防火防災管理講習事業 

全国 301 市町村で防火管理講習及び防災管理講習会を実施予定  

講習回数 864 回、募集人員 108,000 名程度 

 

（８） 全国地域婦人団体連絡協議会 

①  延期 第 68 回全国地域婦人団体研究大会（長崎大会）は 2021 年度に延期 

②  通年 あたらしい時代の“防災学習会” 

全国 50 カ所 

実践的な防災ネットワークの構築と新しい時代にふさわしい地域防災活動におけ

る基礎知識を学ぶ。全国で約 5,000 人参加予定 

③  通年 ３ヵ所でブロック会議の分科会 

婦人会・女性会の地域防災活動に関し、研究討議・講演会等を開催 

 

（９） 日本生活協同組合連合会 

 ① 開催済・予定 安否確認訓練 

2020 年 9 月 7 日（月）及び ２０２１年３月８日（月）（予定）  

全国 27 会員生協、約 20,000 人の役職員を対象に大規模震災を想定した安否確

認訓練を実施予定 
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② 開催済 災害時緊急通信訓練 

2020 年 4 月 1 日（水）中央エリアの会員生協と実施済 

2020 年 4 月 2 日（木）関西エリアの会員生協と実施済 

2020 年９月 4 日（金）中四国エリアの会員生協と実施済 

2020 年 10 月 1 日（木）中央エリアの会員生協と実施済  

2020 年 10 月 1 日（木）中央エリアの会員生協と実施済 

2020 年 11 月 13 日（金）関西エリアの会員生協と実施済 

 

（10）日本放送協会 

① 開催済 南海トラフ巨大地震に備える訓練 

   2020年４月 

 南海トラフ巨大地震を想定した災害対策訓練を各局参加のもと実施 

 ② 開催済 NHK 災害対策訓練 

 2020 年 9 月 1 日（火） 

   首都直下地震を想定し、放送・デジタルのバックアップ対応や各部局の連携など確

認、訓練を実施 

 ③ 予定 千島海溝付近での巨大地震に備える訓練 

    2020 年 12 月 

    各局参加のもと、千島海溝付近を震源とするＭ９クラスの巨大地震が発生した想定で

災害対策訓練を実施 

 

（１１）日本民間放送連盟 

   予定 報道記者セミナー（仮称） 

   2021 年２月、ウェブセミナー 

   若年層を中心とした記者、ディレクターなどが対象 災害報道に関する講演を設定 

 

〈団体内での会合〉 

（１） 日本商工会議所 

① 開催済・予定 役職員による被災地の視察・ヒアリング（現地／オンライン） 

【岩手県】 大船渡市（12/23）、宮古市（12/14）、釜石市（12/9） 

【宮城県】 石巻市（12/8）、塩釜市(12/9)、気仙沼市（12/23） 

【福島県】 南相馬市（11/13）、相馬市（11/13）、いわき市（11/25） 

② 予定 東日本大震災復興要望を所管大臣等へ提出 

   2021 年２月ないし３月 

③ 開催済 月例会議等で東日本大震災に関する復興の進捗状況等を報告 
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（２）日本労働組合総連合会 

予定 東日本大震災からの復興・再生に向けたヒアリング調査 

2021 年１月下旬～２月 

岩手、宮城、福島の各地方連合会および関係する行政機関や団体 

 

（３）全国知事会 

 ①  開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

    2020 年５月 19 日（火）書面開催 

  「大規模災害への対応力強化に向けた提言」「東日本大震災『復興・創生期間』後

の防災・減災対策の推進を求める提言」など、国への提案・要望事項について協議 

    「令和元年度災害検証報告」「国難レベルの巨大災害に備える事前復興」「災害時

の行方不明者・死者の氏名等公表の取扱いに関する調査結果」「被災者生活再建

支援制度の見直しに係る検討状況」の報告及び情報共有 

②  開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

 2020 年８月 21 日（金） 

 「災害時の安否不明者・行方不明者・死者の氏名等公表の考え方」「避難所等にお

ける感染防止対策」「被災者生活再建支援制度の在り方に関する実務者会議にお

ける検討結果を踏まえた今後の対応」について報告及び情報共有 

③ 開催済 危機管理・防災特別委員会の開催 

 2020 年 10 月 22 日（木） 

 「災害時における死者・行方不明者の氏名等公表に係る提言」「感染症との複合災

害における避難対策強化に向けた提言」「地震防災対策特別措置法第４条の適用

期間延長についての要望」など、国への提案・要望事項について協議 

④ 開催済 全国知事会緊急広域災害対策本部会議の開催 

    2020 年７月８日（水）、７月 19 日（日） 

令和２年７月豪雨に関する甚大な被害に対応するため緊急広域災害対策本部を設

置し、国や全国の都道府県と連携し、被災地・被災者の支援に全力で取り組むこと

を確認 

⑤ 開催済 全国知事会緊急広域災害対策本部会議の開催 

    2020 年９月８日（火） 

    令和２年台風第 10 号の被害状況等を報告し、「災害対策都道府県連絡本部」へ体 

制を移行 
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（４）全国市長会 

① 開催済 防災対策特別委員会の開催 

2020 年 7 月 14 日（火） 全国都市会館 第 1 会議室 

出席委員市長等 24 名 

内閣府、環境省、農林水産省から災害対策の取組等について説明を聴取し、意見

交換 

  ② 開催済 防災対策特別委員会の開催 

     2020 年 11 月 10 日（火） 全国都市会館 第 1 会議 

 

（５）全国町村会 

開催済 都道府県町村会長会議 

   2020 年 10 月 16 日（金） オンライン開催 

   国土交通省から水災害対策について説明聴取し意見交換 

   

（６）全国都道府県議会議長会 

① 開催済 国土交通委員会の開催 

2020年 7月 1日（水） 

     国土交通省から災害対策に関する取組（河川改修関係）について説明を聴取し、その要旨 

を全都道府県議会に送付  

② 開催済 国土交通委員会の開催  

2020年 10月 20日（火） 

防災・減災対策、国土強靭化の充実・強化を求める提言（要請）を協議 

③ 開催済 第 167 回定例総会 

2020年 10月 28日（水）書面協議 

防災・減災対策、国土強靭化の充実・強化を求める提言（要請）を決定 

 

（７）全国市議会議長会 

① 開催済 第 168 回建設運輸委員会 

2020 年 7 月 16 日（木） 書面開催 

近年各地で発生している豪雨災害や大規模地震等の自然災害への対策推進に関

する要望書などを決定 

② 開催済 第 169 回建設運輸委員会 

2020 年 11 月 10 日（火）東京グリーンパレス 

内閣府から最近の災害対策の取組について説明を聴取し、その要旨を全市区議会

へ送付 
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（８）全国市町村教育委員会連合会 

年 3回開催される常任理事・理事会並びに副会長会議において、国の施策等を説明、

各市町村教育委員会における防災意識の醸成・向上を図る。 

① 開催済 第１回常任理事・理事会 

2020 年 4 月 10 日(金)  

学士会館にて開催予定だったが書面開催に変更 

② 開催済 第 2 回常任理事・理事会 

2020 年 7 月 3 日(金) 

学士会館にて開催予定だったが書面開催に変更 

③ 開催済 第 3 回常任理事・理事会 

2020 年 10 月 1７日(木) 

愛媛県松山市にて開催予定だったが書面開催に変更 

④ 予定 第 2 回副会長会議 

2021 年 2 月 5 日(金) 

学士会館にて 

 

（９）日本防火・防災協会 

① 予定 女性防火クラブの活性化事業 

 ・「地域の女性防火クラブ員を対象とした救急講習会」 

全国 21 ２２地区、約 2,000 名が参加予定 

・「市町村女性防火クラブ幹部地域研修会」 

全国 6 ４ブロック、約 1,000 名が参加予定 

・「女性防火クラブ地区大会・地区研修会」 

全国約 43 １３地区、約 5,000 名程度が参加予定 

② 予定 少年消防クラブ活性化事業 

・ 「少年消防クラブ指導者交流会」 

2021 年 2 月 13 日（土）・14 日（日）、千代田区内、約 100 名が参加 

・ 「少年消防クラブ地区大会・地区研修会」 

全国７地区、約８,０００名が参加予定 

③ 予定 幼年消防クラブ活性化事業 

・ 「幼年消防クラブ地区大会」 

全国約１５地区、約 55,000 名が参加予定 

④ 予定 自主防災組織育成事業 

・ 「市町村自主防災組織指導者地方研修会」 

全国約１６地区、約１,７００名が参加予定 

・ 「地域防火団体の地区大会・地区研修会・指導者研修会」 
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全国約３地区、約１,０００名が参加予定 

 

（10）全国連合小学校長会 

① 中止 東日本大震災被災３県との懇談会 

    2020 年 7 月 9 日（木） 

新型コロナウイルス感染症対策のため中止 

② 開催済 第 235 回理事会 
2020 年 10 月 19 日 （月） 

京都にて開催 

③ 開催済 被災地訪問 

2020 年 10 月 29 日（木）・30 日（金） 

福島第一原子力発電所、福島県小中学校視察 

④ 通年 年間を通じた防災訓練（全国各学校） 

2020 年度の各学校防災計画を策定して、毎月防災訓練を必ず実施する。 

 

（11）日本学術会議、防災学術連携体 

   中止 第 3 回「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」 

 （日本学術会議防災学術連携委員会（第 24 期）と同時開催） 

 2020 年 7 月 15 日（水） 日本学術会議講堂 

 学術と行政の平常時の連携を強めるとともに緊急時の連携を図るため、防災学術連 

携体と防災に関する府省庁の担当者との連絡会を開催 

本年度の課題は、「激化する気象災害に備える」とし、府省庁より関係する政策につ

いて、また関係学会からも気象災害への取組み活動について、それぞれ発表を行

い、相互の情報交換を行う予定であった。しかし新型コロナウィルス感染拡大防止の

対応の状況により開催を見送った 

 

（12）日本生活協同組合連合会 

開催済 全国生協 BCP 対策検討会幹事会 

    2020 年 9 月 

    コロナウイルス感染症情報共有とガイドライン作成の協議 
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〈展示〉 

（１） 日本放送協会 

開催済 進化する防災展 

２０20 年８月 29 日～９月 27 日 ＮＨＫプラスクロスＳＨＩＢＵＹA 

Ｅテレで放送した「ポケモンぼうさいクラブ」と連動した企画展。身近なものを使って防 

災グッズを作るアイデアや、風水害への備え、新型コロナウイルス感染防止と避難生 

活を両立させるための工夫などを紹介する展示もあわせて実施 

 

〈キャンペーン〉 

（１）日本放送協会 

開催済 水害からいのちを守る 

2020 年 5 月 31 日～10 月 31 日 

防災をテーマにした動画を特集サイトに掲載したほか、各局で「水害からいのちを守 

る」をテーマにしたニュース企画を放送した。ポスター掲示や街頭広告なども実施 

 

（２）日本赤十字社 

予定 防災・減災プロジェクト～私たちは、忘れない。～ 

２０２１年 3 月１日～31 日（予定） 

東日本大震災から 10 年目を迎え、防災に対する国民の意識が高まる時期に合わせ 

て、ポスターの掲出や、特設サイト等による防災・減災関連情報の発信を予定 

 

（３）日本財団 

予定  

２０２１年 3 月 

東日本大震災 10 年目の節目でのコンテンツ展開を予定 
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Ⅱ．2020 年度に作成した又は作成する防災に関する普及啓発資料 

 

〈広報誌〉 

（１） 日本経済団体連合会 

  機関紙『月刊経団連』 

会員企業等へ配付 

 

（２） 経済同友会 

月刊誌：広報誌「経済同友」（毎月約 10,000 部発行） 

会員企業、官公庁等へ配布 

 

（３） 日本労働組合総連合会 

月刊誌：「月刊連合」2021 年 3 月号 

 「東日本大震災から 10 年」の特集記事を掲載 

 

（４） 全国子ども会連合会 

既刊書：「子ども会でまなぼうさい」 

継続的に使用、頒布 

 

（５） 全日本中学校長会 

   機関紙『中学校』 毎月１回発行 

 

（６） 日本消防協会 

① 月刊誌：普及啓発誌「日本消防」（毎月 9,500 部発行） 

消防団の活動、住民に対する訓練や予防活動等に関する情報を全国に発信

インターネットでバックナンバーを掲載 

URL： https://www.nissho.or.jp/contents/static/kikanshi/kikanshi-top.html 

② 年刊誌：普及啓発誌「守れ わがまち」（毎年 50,000 部発行） 

消防団の役割等を解説。高校の教材としても活用 

 

（７） 日本防火・防災協会 

地域防災に関する総合情報誌「地域防災」（隔月各４万部発行） 

地域防災リーダー、一般向けに地域防災に関連した情報を提供 

消防防災関係機関、自治体図書館や大学の図書館、マスコミに配布し、ホームページに

も掲載 

URL： httpｓ://www.n-bouka.or.jp 
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（８） 全国地域婦人団体連絡協議会 

機関紙「全地婦連」（タブロイド判、月 1 回発行） 

各地での防災の取り組み、被災状況及び地域婦人会・女性会の支援活動等について

発信、バックナンバーはｗｅｂにも掲載 

URL： http://www.chifuren.gr.jp/ 

 

〈マニュアル〉 

（１） 日本青年会議所 

資料名：災害時初動対応マニュアル２０２０ 

昨年のマニュアルに、初動時の対応とフローを盛り込んで改訂 

 

（２） 日本医師会 

①資料名：救急蘇生法啓発資料 

市民向けの「心肺蘇生法携帯用のカード」やポスター（止血法、骨折時対応、心肺蘇

生法）、ウェブサイトを、新型コロナウイルス感染症を踏まえた内容に改訂して作成 

②資料名：日本医師会「新型コロナウイルス感染症時代の避難所マニュアル」 

被災地の避難所における新型コロナウイルス感染症の拡大防止を目的とし、平時の

事前準備に加え、流行下における災害に対する備えや、避難所運営の注意点につ

いて記載した冊子を作成 

 

（３） 日本消防協会 

   資料名：普及啓発誌「消防団幹部実務必携」（毎年約 6,300 部発行） 

住民に対する防火指導等に関する消防団員の指導員研修用資料 

 

（４） 全国地域婦人団体連絡協議会 

資料名：防災まちづくりチェックシート付き学習パンフレット 2020 年度版（A4 パンフレット 12 頁）  

防災学習会で配布、女性の視点で地域の防災力を高める 

 

（５） 日本生活協同組合連合会 

資料名：全国生協大規模災害連携計画～全国生協 BCP（第 5 版）～改定 

大規模震災を想定した全国の生活協同組合の対応課題に加え、新たに進行型災害

へ対応課題を補強 

 

（６） 日本財団 

資料名：水害にあったときに 

震災がつなぐ全国ネットワーク作成（日本財団助成）の「水害にあったときに」等の普及 



15 
 

〈WEB〉 

（１） 日本経済団体連合会 

資料名：経団連ＳＤＧｓ特設サイト 

ビッグデータを活用した水害リスク情報の提供など、ＳＤＧｓの目標11「住み続けられるま

ちづくりを」等に資する、経団連会員企業各社の取り組みを紹介 

URL： https://www.keidanrensdgs.com/ 
 

（２） 日本青年会議所 

資料名：公益社団法人日本青年会議所ホームページ 

青年会議所の運動・活動について発信 

URL： http://www.jaycee.or.jp/ 

 

（３） 全国市長会 

  国等の防災に関する取組、被災地に対する各市区から支援等について、情報提供 

URL： http://www.mayors.or.jp/ 

 

（４）全国連合小学校長会 

   東日本大震災・熊本地震からの復興に向けて取り組んでいる学校を全国連合小学

校長会ホームページに掲載を継続 

URL：http://www.zenrensho.jp/ 

 

（５）全日本中学校長会 

東日本大震災に関する教育関係資料（避難所運営の記録、中学校の防災計画、震

災時の対応記録等）をホームページの会員限定ページに掲示 

URL： http://www.zennichu.com/activity03-shinsai.php 

 

（６）日本学術会議 

行政、産業及び国民生活に科学を反映、浸透させることを目的として、内閣総理大臣

の所轄の下、政府から独立して職務を行う「特別の機関」として設立され、職務は、①

科学に関する重要事項を審議し、その実現を図ること、及び②科学に関する研究の

連絡を図り、その能率を向上させることの２つである。防災・減災に関わるシンポジウ

ムも多く開催され、その分野に関して発信した重要な答申・提言なども紹介 

URL:http://www.scj.go.jp 

 

 

 

http://www.zenrensho.jp/
http://www.scj.go.jp/
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（７）防災学術連携体 

防災減災・災害復興に関わる学会のネットワークであり、防災に関わる多分野の学会

が、日本学術会議を要して集まり、学会の連携を進め、緊急事態時に学会間の緊密

な連携がとれるよう備えている。ニュースレターの発信、自然災害発生時の市民向け

の正確な情報発信をはじめ、防災学術連携体の会員学会（2020 年時点で 58 団体）

の活動紹介、シンポジウムなどの行事案内、資料のアーカイブを掲載 

URL:https://janet-dr.com/index.html 

 

（８）日本放送協会 

① 資料名：NHK オンライン 「あなたの天気・防災」 

天気予報や防災情報をまとめたページ。河川カメラや土砂災害・洪水のハザードマッ

プも掲載 

URL： https://www.nhk.or.jp/kishou-saigai/ 

② 資料名：災害列島 命を守る情報サイト 

災害から命を守るための情報をまとめた特集記事を掲載。今年度は、「水害から命を

守る」というキャンペーンページを作り、避難のポイントなどを紹介した動画を掲載

URL：https://www3.nhk.or.jp/news/special/saigai/ 
③ 資料名：NHK オンライン 「ＮＨＫ そなえる防災」 

防災に関する専門家のコラムや防災に関する知識を動画で紹介 

URL：https://www.nhk.or.jp/sonae/ 

 

（９）日本新聞協会 

災害対策特別委員会報告書を新聞協会会員社サイトに掲載、周知 

URL： https://www.pressnet.or.jp/ 
 

（１０）日本歯科医師会 

災害歯科医療対策や避難所掲示・配布用ポスターなどを掲載、発信 

URL： http://www.jda.or.jp/dentist/disaster/ 

 

（１１）全国社会福祉協議会 

    被災者支援・災害ボランティア活動者向けの留意事項や被災地におけるボランティア

募集情報等を掲載、発信。映像レポート「未来へつなぐ～東日本大震災後の福祉の

取り組み」を同ウェブサイト上で公開 

 URL： https://www.shakyo.or.jp/bunya/saigai/touhokuzisin/index.html 

 

 

https://janet-dr.com/index.html
https://www.nhk.or.jp/kishou-saigai/
https://www.nhk.or.jp/sonae/
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（１２）日本防火・防災協会 

    資料名：ネット情報提供事業 

防火ネットニュースとインターネット・メールマガジンを毎月配信し、防火防災に関する

情報や幼少年消防クラブ、女性防火クラブ等の最近の活動状況などについて、情報

提供 

URL： httpｓ://www.n-bouka.or.jp 

 

（１３）日本医師会 

予定 資料名：日本医師会 JMAT 本部サイト 

日本医師会災害医療チーム（JMAT）の本部サイトを、従来の内容から充実させ、２０ 

２０年中に新規に立ち上げ予定 

 

（１４）日本財団 

   被災地支援等の活動報告 
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Ⅲ．2020 年度に政府その他の防災関係機関が実施する、防災意識の 

醸成・向上を図るための事業等への協力 

 

〈防災推進国民大会 2020 関係〉 

（１） 全団体 

「みんなで防災・減災に取り組もう」 

構成団体からのビデオや文章によるメッセージを発信 

 

（２） 経済同友会 

会員への開催周知 

 

（３） 日本青年会議所 

防災に関心がある方、学びたい方を対象とした参加推進 

 

（４） 日本労働組合総連合会 

プレゼン出展し、連合の被災地の復興・再生に関する政策や災害時におけるボラン

ティア派遣などの活動を紹介 

 

（５） 日本医師会 

広島県医師会、熊本県医師会及び岩手県医師会の協力の下、日本医師会提供のセ

ッションを配信 

 

（６） 日本薬剤師会 

薬剤師会が保有するモバイルファーマシー（災害対策医薬品供給車両）をプレゼン

テーションし、災害時の薬剤師の活動を広報 

 

（７） 全国社会福祉協議会 

2020 年 10 月３日（土）16 時～17 時 30 分 

全国災害ボランティア支援団体ネットワーク（JVOAD）主催のセッション「コロナ禍での

多様な被災者支援主体による連携（三者連携）」 

開催・運営、広報 

  

（８） 全国消防長会 

会員への開催周知 
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（９） 全国地域婦人団体連絡協議会 

   加盟団体への参加呼びかけ 

 

（10） 日本赤十字社 

災害時の感染症対策及び「食」を通じた健康管理の重要性について言及した、   

赤十字防災セミナー特別版「災害への備え」をワークショップに出展 

 

（11） 日本消防協会 

2020 年 10 月 3 日（土）15 時 30 分～17 時 

セッション「数々の災害体験をのりこえて」を開催 

 

（12） 日本学術会議、防災学術連携体 

2020 年 10 月 3 日（土）13 時 30 分～15 時 

セッションとして、公開シンポジウム「複合災害への備え―with コロナ時代を生きる」を

開催し、「with コロナの時代」において、今後どのように複合災害に備えていくべきか。

医療と看護、気象災害と地震災害、地理・地形と自然災害、都市・建築と社会活動、

災害と安全、防災と先端技術などの分野の専門家が集まり、知恵を結集して議論 

 

〈津波の日関係〉 

（１） 全国町村議会議長会 

「津波防災の日」「世界津波の日」啓発ポスターを全国町村議員会館デジタルサイネ

ージに掲示 

 

（２） 日本歯科医師会 

都道府県歯科医師会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日）

啓発ポスター配付、歯科医師会館内への掲示 

 

（３） 日本薬剤師会 

都道府県薬剤師会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日） 

啓発ポスター配付、掲示を依頼、地域薬剤師会を通じて会員に啓発 

 

（４） 全国社会福祉協議会 

本会関係団体への周知 

 

（５） 日本労働組合総連合会 

全国の地方連合会に内閣府作成の「津波防災の日」「世界津波の日」（11 月 5 日） 
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啓発ポスターを配布、各事務所などの掲示を依頼 連合会館内に掲示 

  

〈防災教育チャレンジプラン関係〉 

（１） 全国知事会 

開催済・予定 2020 年度防災教育チャレンジプラン 

2019 年 11 月 29 日（金）～202１年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（２） 全国市長会 

開催済・予定 2020 年度防災教育チャレンジプラン 

2019 年 11 月 29 日（金）～202１年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（３） 全国町村会 

開催済・予定 2020 年度防災教育チャレンジプラン 

2019 年 11 月 29 日（金）～202１年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（４） 日本ＰＴＡ全国協議会 

開催済・予定 2020 年度防災教育チャレンジプラン 

2019 年 11 月 29 日（金）～202１年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（５） 全国都道府県教育委員会連合会 

開催済・予定 2020 年度防災教育チャレンジプラン 

2019 年 11 月 29 日（金）～202１年 2 月（予定） 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

（６）日本赤十字社 

開催済・予定 2020 年度防災教育チャレンジプラン 

2019 年 11 月 29 日（金）～202１年 2 月（予定） 



21 
 

主催：防災教育チャレンジプラン実行委員会、内閣府（防災担当）、国立研究開発

法人防災科学技術研究所、協力内容：後援 

 

〈水防月間等への協力〉 

（１） 全国町村会 

① 開催済 水防月間 

２０20 年 5 月 1 日～5 月 31 日 

主催：国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

２０20 年 6 月 1 日～6 月 30 日 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

 

（２） 全国都道府県議会議長会 

予定 地域防災力充実強化大会 

2021 年 2 月 23 日（火・祝） 

主催：消防庁、協力の内容：後援 

 

（３） 日本新聞協会 

① 開催済 水防月間 

2020 年 5 月 1 日～5 月 31 日 

主催：国土交通省、内閣府、都道府県、水防管理団体、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

2020 年 6 月 1 日～6 月 30 日 

主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

③ 開催済 雪崩防災週間 

2020 年 12 月 1 日～12 月７日 

主催：国土交通省、協力内容：後援 

 

（４）日本民間放送連盟 

① 開催済 水防月間 

  2020 年 5 月 1 日～５月 31 日 

  主催：国土交通省、内閣府、都道府県、協力内容：後援 

② 開催済 土砂災害防止月間 

  2020 年６月１日～6月 30日 

  主催：国土交通省、都道府県、協力内容：後援 

③ 開催済 雪崩防災週間 
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2020 年 12 月 1 日～12 月７日 

主催：国土交通省、協力内容：後援 

 

〈その他〉 

（１）全国市議会議長会 

 ① 開催済 防犯防災総合展 2020 

2020年 10月 29日（木）～10月 30日（金） 

主催：防犯防災総合展実行委員会、協力の内容：後援 

②  予定 地域防災力充実強化大会 

2021年 2月 23日（火・祝） 

主催：消防庁、協力の内容：後援 

 

（２）全国町村議会議長会 

① 開催済 防犯防災総合展 2020 

2020年 6月 1日～6月 12日 

主催：防犯防災総合展実行委員会、協力の内容：後援 

② 予定 地域防災力充実強化大会 

2021年 2月 23日（火・祝） 

主催：消防庁、協力の内容：後援 

 

（３）日本消防協会 

① 予定 地域防災力充実強化大会 

  2021 年 2 月 23 日（火・祝） 

  主催：消防庁、協力内容：後援 

② 予定 地域防災力向上シンポジウム  

 2021 年 1 月 14 日（木）、18 日（月） 

 主催：消防庁、協力内容：後援 
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Ⅳ．その他、自助、共助の活動 

 

〈被災者支援〉 

（１） 日本医師会 

２０２０年度中に大規模災害が発生した場合には、当該被災地へ JMAT（日本医師会

災害医療チーム）を派遣 

 

（２）日本歯科医師会 

   令和２年７月豪雨の災害発生に伴い、災害対策本部を設置。熊本県歯科医師会、鹿

児島県歯科医師会からの要請に伴い、歯ブラシなどの口腔衛生用品等を支援物資

として送付。 

 

（３）日本看護協会 

   令和 2 年 7 月豪雨において、熊本県看護協会と大分県看護協会は県行政などの依

頼を受け、日本看護協会とも連携し、災害支援ナースの県内派遣を実施。 

 

（４） 日本薬剤師会 

令和２年７月豪雨の災害発生に伴い、７月６日に災害対策本部を設置の上、本会担

当役員を先遣隊として熊本県薬剤師会に派遣し、被災地域の視察を実施するととも

に、当該県薬剤師会の薬剤師支援活動に協力 

 

（５） 日本労働組合総連合会 

令和 2 年 7 月豪雨災害に伴い「2020 年（令和 2 年）7 月豪雨災害対策チーム」を設

置、被害状況の集約と緊急カンパ活動を展開し義援金として被災地へ贈呈、また、被

災地の地方連合会を中心にボランティアを派遣し、各状況を WEB 上のニュースで情

報提供 

 

（６） 日本障害フォーラム 

2019 年に大きな被害をもたらした台風 15 号、19 号を含む豪雨災害で被災した地域

障害者団体や支援事業所の活動に対し、海外支援 NGO による支援金を受けて、被

災事業所の屋根・空調設備の修繕、厨房調理器具の修繕、地域の被災障害者の聞

き取り調査活動等への支援を実施。 

 

（７） 日本生活協同組合連合会 

コープくまもとを通じて、熊本県内の行政に支援物資（有償）を提供した。東京都連を

通じて、東京都中野区からの要請で、コロナ在宅療養の方への食品を提供（有償）。 
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（８） 日本財団 

   コロナ禍において、東京都との連携により、ペット同伴宿泊療養施設の開設を行った

ほか、医療機関や子ども等への各種支援を実施。 

令和 2 年 7 月豪雨の対応として、NPO 等ボランティア活動への支援を通じて、被災

地支援を行ったほか、お亡くなりになった方への日本財団独自の弔慰金の配布、教

育機関に対する教育環境の整備支援などを実施。 

 

〈研究調査〉 

（１） 日本医師会 

会内の救急災害医療対策委員会において、日本医師会災害医療チーム（ＪＭＡＴ）の

体制整備、マスギャザリング災害対策、災害被災時の新型コロナウイルス対策など救

急災害医療対策について検討を実施予定 

    

（２） 日本歯科医師会 

厚生労働省とともに策定した「口腔診査情報標準コード仕様」の普及定着を図

る。また、「災害歯科保健医療連絡協議会」を設置し、歯科医療関係団体が災害

発生時に果たす役割を行動指針として取りまとめ、災害準備用登録票を整備し、

平時や緊急時の連絡先、備蓄品の内容や量、協定締結先や事業継続計画

（BCP）策定状況等を情報共有 

 

（３） 日本新聞協会 

新聞協会災害対策特別委員会は各社の BCP、災害・障害発生時の相互援助協定の

現状等を調査し、情報共有 

 

（４）日本学術会議 

多くの分野の研究者の連携を図るための課題別委員会「防災減災学術連携委 員

会」を設け、防災学術連携体とともに活動 

 

（５）防災学術連携体 

平常時から政府・自治体・関係機関との連携を図り、防災に役立てると共に、緊急事

態時に円滑な協力関係が結べるように備え、学術の連携を図ることで、より総合的な

視点をもって防災減災研究の向上発達をめざしている 

 

（６）日本財団 

①自罰型林業推進団体への助成を通じて、森林の荒廃による災害の頻発化の実態把

握と検証などを継続実施 
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②インクルーシブ防災を担う担い手づくりを推進する団体等への助成を通じて、オンラ

イン等による研修メニューの展開などの推進を支援 

 

〈その他〉 

（１） 日本経済団体連合会 

自然災害を含む非常事態における経済活動の維持・早期復旧に向けたレジリエントな社会基

盤の構築について提言 

 

（２） 全国都道府県教育委員会連合会 

防災教育に関する関係機関への要望 

 

（３） 全国社会福祉協議会 

都道府県・市区町村社会福祉協議会における災害ボランティア活動支援に関する取

り組みへの支援・協力、被災地におけるボランティア活動の実施状況に関する広報・

情報提供、民生委員・児童委員による災害時要援護者支援活動の普及等に関する

支援・協力、社会福祉法人・福祉施設による防災や福祉避難所支援に関する取り組み

への支援・協力等 

 

（４） 日本消防協会 

地域の防災活動プランづくりの推進、ラジオ番組「おはよう！ニッポン全国消防団」の

放送、消防団防災学習車両の交付事業（令和 2 年度 10 台交付予定） 

 

（５） 全国地域婦人団体連絡協議会 

   全国加盟団体 47 都道府県＋川崎市の地域婦人会・女性会において活動 

 

（６） 日本赤十字社 

応急手当や事故防止、災害時における自助・共助の知識と技術を普及するため、一

般市民を対象に、日本赤十字社各都道府県支部にて救急法、水上安全法、雪上安

全法、幼児安全法及び健康生活支援講習を実施 

 

（７） 日本障害フォーラム 

   NGO および企業からの支援を受けて、新型コロナウイルスの感染拡大で大きな影響

を受けた障害者とその団体、支援者に対し、マスク、衛生医療用品、情報通信機器

（リモートワーク等用）などの物品・導入支援金の支援を実施 


